
し立てをして も、数年後の成果を享受で

きるのは、次世代の高齢者 になるで しょ

う。 こうした諦観 と向き合 って 「当事者

になる」 より、現状の制度 に帳尻 を合 わ

せてニーズを抑制 したほ うが、ある意味

合理的に見 えます。

とはいえ、障害者運動は、「このままで

いいんだ」 と、健常者 中心の世界観を転

換 しなが ら始ま りま した。高齢者の世界

観 にも、そ うした何 らかの転換が起 こっ

て、ニーズ発信 の足がか りが今後見つか

らない とも限 りません。現 時点では、高

齢者 によるニーズの表明は希薄にせ よ、

当事者意識 の発現 を、 じっ と待ってみる

姿勢も必要 に思います。

第三者が高齢者のニーズを汲み取る、

とい う手前で、第三者が高齢者 のために

できることはまだあると思 います。た と

えば、ケア ワーカーの労働条件を整える

活動は必要で しょう。ケアは相互行為で

す。サー ビス提供者の充足な くして、高

齢者への よいケアもあ り得 ないか らです。

また、第三者 、私たち自身が、未来の

高齢者 ・当事者 です。 自分に、いつ どん

なニーズが登場す るのか、私たち 自身 も

予測できません。 『参加型福祉社会を

拓 く』 とい う本に、「「申 し訳 ないです」

とお年寄 りにいわれ ると、 「順番です」と

答 えるよ うに しています」 とい うワーカ
ーがいま した

。 ケアは、与え手 ・受け手

が逆転す る可能性 の少 ない非対称 な行為

ですが、高齢者 ケアの場合 、与え手 ・受

け手の対等な交換 関係 を、障害者運動の

ときよりもずっ と想定 しやすい気 もしま

す。"あなたのニーズやサー ビスへの評価

を教えて くれ ると次世代の私たちが助 か

ります よ"と い うのは、高齢者 に とって

も非高齢者 にとって も現実味のある交換

関係 ではないで しょ うか。 ケアす る人、

される人、お互いに対等な関係 を想定で

きたほ うが、ニーズの表明やその受容 に、

遠慮がな くなる側面 もあると思います。

こ うした高齢者 ・非高齢者の相互関係

の再構築や、サー ビス提供者の現場を整

えていく中で、次第に高齢者の当事者意

識、ニーズ表明の足場を固めてい くのも、

いいのではないか と思いま した。終わ り

です。(拍 手)

大沢　 どうもあ りが とうございま した。

続いて第4章 「ニーズはなぜ潜在化するの

か」(春 日キス ヨ)に つきま して、ノンフ

ィクシ ョンライターの山秋真 さんか らお

願いいた します。 どうぞ。

山秋真　 春 日キス ヨさん著、第4章 「ニ

ーズはなぜ潜在化す るのか」についてコメ

ン トさせていただきます山秋真です。

初めに本章の意義についてお話 ししま

す。この文献の特徴は少なくとも3点 ある

と思います。第1に 、ジェンダー とい う変

数を投入 して分析 し、「家族」の変化の裏

で高齢女性の二重の不利益(す なわちケア負

担の強化+ケアされる権利の弱化)が 深化 し、実

際 には主に(高 齢)女 性の問題 である 「高

齢者虐待」の内実を可視化 したこと。第

2に 、加害者-被 害者の続 き柄 と加害者の

配偶関係に着 目して、家族構造の要因を考

察 し、「母-息 子(特 に単身無職の息子)」

の組み合わせが、当事者ニーズ ・支援者ニ

ーズ ともに潜在化 させ るメカニズムを分

析 した こと。第3に 一 これが最 も意義深

い点であると思われますが一 、この組み

合わせの虐待の背景には、社会規範 を外れ

た息子の 「つ らさ」があ り、社会規範を外

れていない(と 思われ る)支 援者にはその

「つ らさ」がわか りにくく、そのため虐待

状況が 「理解困難」で、結果 として、「複
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数のアクター/フ ァクター間の交渉過程

によって生成」(中西2008:251)(一 顕在

化)さ れ るもので あるニーズが、(要援護)

当事者 ・養護者 ・支援者 を含む諸ア クタ

ー において潜在化する、 とい うことをフ

ェミニズムの知見か ら示 した ことです。

したがって本文献の意義は、ジェンダ

ー ・続き柄 ・配偶関係 に着 目し、虐待加害

者 として最も割合の高い 「息子」、 とりわ

け単身無職の 「息子」の 「つ らさ」を実証

的に分析す ることで、家父長制の被害者 に

して加害者でもある高齢者介護 の諸 アク

ターが、それぞれ 内面化 している社会規範

ゆえに、無 自覚なまま虐待の加害者や被害

者 に陥ってい る、あるいは虐待支援の限界

に陥っていることをあぶ り出した点にあ

ると言 えるで しょう。こうした緻密な分析

によってこそ、明晰な現状把握 に基づ く有

効な社会的支援 策の道が開かれ ると考え

られ、この意義は強調 されるべきだと思い

ます。

次に論点に移 ります。まず、支援者の語

りか ら浮かび上がる養護者 あるいは虐待

加害者のつ らさとは何か?と 考 えてみ

ます。本章では、虐待 関係に陥っていない

家族 と陥 る家族の違いを「生活が成 り立っ

ているか否か」とい う次元で支援者たちは

区別 したとされています。そ して、生活が

成 り立っている家族の 「つ らさ」は 「要介

護者 との関係 で生 じる 『心理的葛藤』」だ

が、例えば単身無職の実子な ど生活が成 り

立っていない家族には 「心理的葛藤は少な

い」 と支援者 たちは語 っています(春 日

2008:110-111)。 この 「つ らさ」＝ 「心

理的葛藤」とは何で しょうか。

生活が成 り立っている家族は、「何かを

してあげたい とか、この人 にこ うしたい

と思 うか ら」(ibid:110)、 悩みや不安を

抱えるとみなされています。これは、生活

が成 り立っている家族 の成員 は、 自分に

す り込まれた規範に従って、介護 を必要 と

す る高齢の家族成員 に対 し 「介護を して

あげたい」と思 うものの、現実には規範に

沿った行動すなわち介護 を(十 分に)担 う

ことはままな らず、そのため心理的葛藤が

生まれる、と読み解 くことができるでしょ

う。確認 しておきたいのは、この葛藤が介

護 を(十 分)担 えない とい う、要介護者 と

の関係 で生 じる葛藤であると同時に－ あ

るいはその意味す るところは－ 、介護 を

担 うことは社会規範 にのっとった要請な

ので、社会規範か ら外れ る葛藤でもあると

い う点です。

ところで、生活が成 り立っていない＝虐

待に陥っている家族でも、加害者が夫であ

る場合にはやは り「介護 関係に起因す るも

のが虐待 の主要因であると解釈 されるこ

とが多い」(ibid:110)と 本章にはあ りま

す。春 日さんが指摘するように、夫加害者

にとって介護を担 うことは夫婦愛規範 に

も従 うことなので、ここでもやは り、介護

を担い切れず虐待に陥ることは要介護者

との関係で生 じる葛藤であると同時に、夫

婦愛規範か ら外れて しま うことに伴 う葛

藤で もある と言 えるのではないで しょう

か。

ここで 「生活が成 り立っていない」息子

加害者 による高齢者虐待 と社会規範の関

係を考えると、こうした家族は、介護が問

題 となる前に、既に現在の社会規範か ら逸

脱 した状況におかれていたといえます。そ

うした家族にとっては、例えば家族愛規範

などの拘束力がそ もそも低い と考 えられ

ないで しょうか。加 えて、「ケア役割 をジ

ェンダー規範によ り振 り分 けられた子世

代女性」や 「夫婦愛規範の後ろ盾がある夫」
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とは違い、子世代男性 に介護 を要請す る

「社会的に正当化 された強力な規範」はあ

りません(ibid:114)。 む しろ息子たち

が内面化 しているのは、 「男は仕事に就 き

結婚 し妻 に家事や介護 を担わせ ることで

一人前の男だとい う性別分業社会の基準」

(ibid:113)で す。春 日さんの指摘する

とお り、だか らこそ、そこから外れ ること

に引け 目を感 じると考 えられます。

こ うして見てくると、ここで言及 され る

「つ らさ」や 「心理的葛藤」 とは、規範

か ら逸脱す ることに伴 うもの と考 えて よ

さそ うです。そ うであれば、生活が成 り立

っていない家族すなわち虐待に陥ってい

る家族で、息子が加害者の場合 、介護の面

で 「何かをしてあげよ うと思わないから、

その意味での心理的葛藤は少ない」と語 ら

れる加害者の姿は、当然の帰結 として想定

し得るものではないかと思われます。

にもかかわらず、 「成人後 も親 に依存 し

つづ け…要介護の親 と同居 しなが ら世話

する気持 ちも薄 く虐待関係 に陥って しま

う息子 とそれ を容認 し続 ける親 とい う関

係は、支援者か らすれば理解困難」(ibid:

110)な のであれ ば、浮かび上がるのは、

これまで規範 を外れ ることな く生きて き

て、規範の外を理解できないがゆえに、息

子加 害者の虐待要因を主 に個人の問題 に

帰す支援者たちの姿ではないでしょうか。

高齢 者 のニーズ はア クター 間の相互作

用 ・交渉の結果(齋 藤2008;中 西2008)

とす る立場か らは、支援者の力も問われ る

と考えられ、支援者ニーズを潜在化 させな

い ため に支援者 チー ムの存在 が不可欠

(春日2008:94)と い う春 日さんの指摘

は核心をとらえていると思います。

さらに本章は、90年 代以降の社会変化

によって老親 と成人子の関係 がそれ まで

とは大き くかわった現在、世代や ジェン

ダーな ど複合的な要因によって、過渡期

を生きるアクターたちの間に規範のズ レ

が生まれていること、現行の法や制度が想

定する家族 と、現実世界の家族 との間にも

ズ レができていること、にもかかわらずそ

の変化に対応 した社会的支援施策がない

ために、息子加害者が増大 していったこと

を丁寧に指摘 しています。

ここで高齢者介護の諸ア クターを「家父

長制の被害者に して加害者」とみなす含意

を考えてみます。春 日さんによれば、高齢

男性が 「家族ケア」を受 ける既得権は(担

い手が嫁→妻に変わっただけで)維持 されている

が、高齢女性はケア負担の強化 とケアされ

る権利の喪失を経験 してお り、「家族」枠

内で考えると 「家族」構成員の人権は弱者

間(高 齢者一女性/子供一女性/子供一高齢者)で 相

互 に人権侵 害関係 に陥 りかねません(春

日2001)。 「女性 と子供は家父長制の共通

の被害者であるだけでなく、家父長制下で

代理戦争を行 う、直接の加害 一被害当事者

にも転化 しうる」とい う上野千鶴子 さんの

指摘もあ ります(上 野1990)。

現代 は家族か ら社会へ と枠が広がった

ところと言えますが、春 日さんによれば身

体性に規定 され性愛的要素が働 く介護 労

働では、女性が"母 性"で 性愛的要素を

無性化 し、無償もしくは低い経済的対価で

従事 させ られています。一方、同質の労働

で も医療分野で男性がする場合は、身体性

を商品化 ・モ ノ化す ることで無性化 し、

高い経済的対価が支払われています。また

男性(特 に息子)の 介護の担い手はほとん

どふえていません(春 日1997)。 女性を賃

労働から排除し、女性の労働を男性の労働

より低 く位置づけ、そ こに女性を封 じ込め

ることが 「家父長制的戦略」(上 野1990)
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な らば、前段は突破 したけれ ど後段はまだ

難問のよ うです。

そ うした中で 「単身無職の中高年息子養

護者」と(主 に中高年既婚女性の)支 援者

との関係 は、排他的な面もあ ります。 「不

況下には…周辺労働 によ り適 した女性 の

ほうがサバイバル し、失業 した家長労働者

に代わって『は した金』を稼 ぐ機会 を得る」

(上野1990)と 上野 さんが指摘す るとお

りです。被害と加 害がね じれて複合的に作

用 していると言えるで しょう。これ らの状

況を確認す ると、上野 さんの次の指摘が想

起 されます。

「差別 のもっている深刻 な問題性は、

差別が外在的に存在す るだけでなく、

内在的にも存在す ること、すなわち支

配的価値の内面化 が起きること…であ

る。差別 による 「人間的尊厳 の侵害」

を主張す る以前に、当事者が 自尊の感

情 をもてないことが、差別が被差別者

にもた らす破壊的な効果のひ とつであ

る」(上 野2002:246-247)。

複合差別の最現地 と呼べそ うな高齢者

介護の現場で、それぞれ差別の破壊的効果

を体現 し、自尊心を持てないアクターたち

が、ニーズを顕在化 し 「当事者」になって

い くこと。それな しに 「私のことは私が決

める」当事者主権はあり得ず、本稿で見て

きた 「つ らさ」も、やは りそれな しにはな

くならない と考 えられます。さらに本書で

中西 さんが言 うように、当事者主権を尊重

する社会 をつ くるため、ニーズの主体であ

る当事者 とそれを支 える人々が ともに合

意形成 し政治勢力をつ くるには、アクター

間のね じれを解 き明か し見せ かけの対立

を見破 ることも必要 と思われます。困難な

歩みには違いないで しょう。ただ、障害者

の当事者性が運動 と事業の実践によって

達成 されてきた(上 野2008)こ とを踏 まえ

れば、それは実現可能だ と言 っていいので

はないで しょうか。

最後に疑問点に触れ させていただ きま

す。介護保険開始後も、介護疲れを苦にし

た家族内の無理心 中や殺人事件 は減 りま

せん。2005年2月 に石川県で起きたグル

ープホーム殺人事件に見るよ うに、施設介

護 の現場はその劣悪な労働条件 ゆえに支

援者や施設介護者に とってハイ リス クな

職場 となっていると言 えるか もしれませ

ん。それは介護施設が高齢者に とってもリ

スクの高い場になってい るとい うことで

もあ ります。現状 を放置すれば、高齢者

介護における無理心中 ・殺人 ・過失致死な

どの事件や死者の数 は今後 もふ えること

が予想 されます。春 日さんにこの認識はあ

ると思われるのですが、本章で全 く言及が

ないのは不思議で した。何か理 由があるの

であれば、今後の議論 を開 くためにも伺 え

れば幸いです。あ りがとうございました。

(拍手)
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大沢　 あ りが とうございま した。続いて

第5章 「福祉多元社会における協セ クター

の役割」(上 野千鶴子)に ついて、東京大

学文学部の開沼博 さんか らコメン トをい

ただきます。 よろしくお願 い します。

開沼博　 東京大学文学部 の開沼 と申 し

ます。第5章 「福祉多元社会における協セ

クターの役割」についてコメン トさせてい

ただきます。

「1本 文献の位置」です。当事者のニ

ーズをもとに した新たな福祉社会をつ く

る上で、これまでは整備 されなかった隠れ

がちだったニーズを明らかにし、パターナ

リズムに陥ることのない、それ を満たす仕

組みを用意す ることが必要だ。

本文献は、その中でも、介護保険制度開

始以後 の、これまで 「私」領域 に属 してい

たケアを、脱家族化す るとともに脱商品化

する流れ、すなわちケアの社会化の流れの

中で何がケアを担 うのかを考察する。つま

り、これまでのケアは大部分は家族の中で

な され、それが困難な場合は行政が措置を

講ずるものであったが、これからのケアが

契約・権利に基づ くだれにとってもかかわ

るべき対象 となった。その私 と官、あるい

は公 と私の二者択一ではない中で、どのよ

うな事業体がニーズ中心の福祉社会実現

にとって重要か考察す るものだ。

「2本 文献の内容」。本文献では、ケ

アの担い手 として、これまでの 「公/私 」

にかわ り、「官/民/協/私 」 とい う4セ

クターでの分類を採用 し、その中でも 「協

セクターのプロバイダーが、「当事者ニー

ズ」にとってもっ ともふさわしいサービス

提供の事業体だ」と位置づけられ、議論が

な され る。

「3協 セクターの相対的優位性」。「協

セクターのシェアは、当初なきに等 しかっ

た状態か ら、その存在感示す ところにまで

成長 した。それ にあたっては介護保 険が

「追い風」になった、と言われるように、

介護保 険の成立 と協セ クターの成長には

強い相互関係がある」と述べ られるとお り、

介護保険 と協セ クターの親和性は高 く、当

事者主権 の福祉社会 をつ くる切 り口とし

て介護保険 を実行す る上で協セクターが

重要な役割を果た してきた。

官・民との具体的な経営 コス トの比較や

第6章 で指摘 され るコムスン事件への分

析で明らかにされるとお り、少な くとも現

状の介護保険制度のもとでは、協セクター

がな くてはな らない存在 となっているこ

と、またそれを明 らかにする中でケア労働

者の労働条件や賃金 の改善の余地 もあぶ

り出されている。

4、 「協セクターの相対的優位性」は絶

対か。官や民が入 る余地は今後はないのか。

ただ、本文献を初 め本書のほかの章にも目

を広げた上で疑問に残 るのは、協の相対的

な優位性 はこの先 も変わ らないものなの

か、また、相対的に不利な官 ・民を変えて

いくべきものなのではないのか、あるいは

官 ・民も参入できる水準に制度 ・政策を変

えてい くべきではないのか とい う点だ。も

ちろんそ もそも本文献や ほかの章が扱 う

議論 としてそ ういった問題 が選ばれなか

っただけであって、扱 う必要はない と判断

されただけなのかもしれない し、本書の著
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者が主に協セ クターにおいての実践家で

あ り、研究者であるとい う事情があるのか

もしれない。

しか し、官 ・民の優位性 ・劣位性 に改め

て 目を向けることを提案す る根拠は2点

ある。1つ は、ケアの分野が非営利活動を

す るよ うな事業体や人 しか参入 しない も

のになって しま うのではないかとい う点

だ。つま り、現状がケアの分野に官 ・民が

参入 しにくい、参入 しても経営 コス トがか

か り撤退せ ざるを得なかった り、理念的に

非倫理的な参入ばか りとなって しま う状

況なのだとすれば、ケアの分野で持続的に

活動する事業体は協セクターのみに限 ら

れて しまい、その結果、「協セ クターで働

くような人材」しかケアの分野に参入でき

なくなって しま う。それでも問題はないと

言 えるのか とい う疑問が残 るとい うこと

がある。

ここでい う「協セクターで働 くような人

材」 とは、高所得世帯の主婦であった り、

「他の事業者 と対等な条件の もとで」たま

たま協セ クターを選んだ、選ばざるを得な

かったような、所得 としては低賃金で働 く

ことに耐え忍ぶケア労働者、ケアワーカー

だ。

協セクターの優位性 の根拠 の1つ とし

て、 「NPOや 労働者生産協同組合のよう

な経 営方式 を採用 している ところでは、

(中略)意 欲 と健康 さえあれば、年齢や性

別にかかわ りなく働 くことができる」と述

べ られてはいるものの、そのよ うな可能性

自体はあっても現実的にはそのよ うな 自

体は起 こりにくいのではないだろ うか。

そのよ うな人材 にケアを依存 している

のが現状なのだ とすれば、それは今後もそ

うあ り続けるべきなのか。もし今後そ うあ

るべ きな ら 「協セクターで働 くような人

材」、現状のそ ういった人材以外がケアの

担い手になる可能性 を奪 って しま うので

はないか。

官 ・民に 目を向けるべき根拠のもう1点

は官 ・民にいま問題 になってい ることは必

ず しも解決 をあきらめる問題 ではな く、ま

たその問題は今は問題でなくても今後、協

に とっても問題 にな り得 る問題なのでは

ないか とい うことだ。

「自治体直営事業や福祉公社のように自

治体財源に依存す る事業は、経営効率が悪

く、行革のもとでの 「小 さな政府」路線の

選択肢にな りえない」と本稿では述べ られ

ているが、確かにそもそも自治体の管理費、

人件費 などが高い水準にあるのを下げる

ことは難 しい とい うことはあるものの、特

に地方 自治な どにおいて官は官な りにこ

れまで度外視 されが ちだった経営効率を

配慮 しなが らの改革 を近年進 めていると

い うのが昨今 の状況であるし、協セクター

発で「行政が追随す るモデル的な事業を創

出してきた」事実があることは、官セクタ
ー発のモデルが協や民に伝わる流れ とい

うのも当然あ り得 るはずだ。む しろ行政の

安定 した財政基盤や社会的信用があるか

らこそできるとい うこともあるだろ う。

また、民 も必ず しも、コムスン的な悪い

方向を向くとは限らない。経営に対する知

識 ・リスソース とい う点では今までにない

うまい策 を講 じる余地 とい うのは相対的

にはあるし、もしそれがよい方向であ らわ

れた ら協 よりもス ピー ドも力 も大きな も

のとな り得 るだろ う。

本文献に立ち返れば、介護事業の問題 と

して労働集約的でスケールメ リッ トがき

かないことは挙げているが、そもそも事業

として労働集約 的でスケール メ リッ トが

きかない とい うこ と自体は別 に介護事業
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だけではなくて、ほかの民間企業がやって

いること、政府がや っていることにとって

もあることであって、介護に固有性がある

とい う話ではない。

そ こからどう利益を上げてい くのか こ

そが、ほかならぬ民に蓄積がある経営の腕

の見せ どころで、そこの可能性をあき らめ

て しま う理由はない。それは情報システム

を徹底 して整備す ることなのか もしれな

い し、既に抱 えているほかの事業 とのシナ

ジーなのかもしれない。

仮 にスケールメ リッ トがない ことがボ

トルネ ックになっているなら、制度を変え

ることで対応できる部分だってあ り得 る

はずだ。例えば1つ の法人で抱えている事

業規模 を大きくしていけた らば、つま りス

ケール を大きくしていくことができた事

業者 には、それに応 じて政策 としてインセ

ンティブがふえるよ うにす る施策 はあ り

得る。つま り、人工的に(=政 策 として)

スケールメ リッ トを発生 させ るとい う施

策 もあり得るのではないか。

また、そ もそも理念的な点で民が劣位 だ

とす るならば、あるいは地域密着ではない

とか、当事者ニーズを汲み取 らず株主利益

ばか りを求めるであるとかいったこと、そ

ういった理念的な倫理性を持つイ ンセ ン

ティブを、これもまたつければいい。

具体的には、民の事業者 に対 して、そ う

いった 「協がもってきたよい点」を踏まえ

ているか具体的な基準を設 け許認可をつ

けるとい う方法があ り得るだろう。

そもそ も協セ クターに属す るか らとい

って、倫理的な理念を備 えているとい うこ

とは必然的ではない。直接的なケアの話 と

は関係ないにしても、NPOが 暴力団等 に

悪用 され、NPO設 立に規制がつけ加え ら

れて きた といった歴史的な経緯 も一方で

はあるわけです。

もちろんマ クロに見て倫理的な理念を

相対的に備 えているとい うのはわかるが、

だとして も営利法人が必ず しも倫理的な

理念がないとい うことではない し、ケアを

す る上で適切な理念的な要件 を求めてい

くことは可能なはずだ。そのことによって

恐 らく協の側でもよ りよい理念 といった

ものを洗練 してい くことも当然できるは

ずだと思っています。

福祉事業を行 う営利法人には、営利法人

の形を とる以上、経営、労働について制約

が多いにしても、理念、連携 ・協働にっい

て必要な要件を満た した法人 を認 めてい

くとい う方法はあり得 るのではないか。

本文献で最後に述べ られ る「インキュベ

ーターとしての生協」の例が示すのは、第
一には協の中で協 を再生産す る うまい流

れがあるとい うことであり、これはもちろ

んすば らしいことだと思 うんですが、しか

しそれ は同時に巨大な資本が必要になる。

ケア事業 とい うのは、巨大な資本があ りき

で現実回っているとい う事実 も明 らかに

している。

つま り、ヒ トもカネ も意外 とア ドホック

な、ヒ トが経済的に余裕がある層だった り、

余裕 はないが意志がある層、またはカネは

経済的に余裕があ る生協や篤志家に頼 っ

ている。そ ういった リソースに支えられて

いるのが現実なのではないか。

もちろんそれで うまくい くな らそれで

よいだろ う。しか し仮に協がす ぐれている

根拠が上述のア ドホ ックな リソースに頼

ってい るな らば、それは短期的には最適混

合なのかもしれないが、長期的にもそれで

いいのかとい うことで不安が残 る。

本文献 には描 かれていない部分をあえ

て求めているコメン トになって しまいま
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したが、本文献からは協の優位性は極めて

納得できるが、その上で官 ・民 も福祉戦略

に組み込んで考えてい くとい うことが今

後、必要なのではないだろ うか。以上です。

(拍手)

大沢　 どうもあ りがとうございました。

続 きまして、第6章 「福祉事業における非

営利 ・協同セクターの実践」(池 田徹)に

つ きまして、永野眞理 さんか らコメン トを

いただきます。

永野眞理　 上野ゼ ミで勉強中の社会人

です。コメン トですが、時間が押 してお り

ますので 「は じめに」と1の 部分は省略 さ

せていただき、2か ら始めます。

「2.非 営利 ・協同セクター」。池田は、

生活 クラブ生協千葉での実践 を通 して、

「福祉事業の担い手は非営利 ・協同セ クタ

ーであるべきだ」と断言する。単に 「非営

利セクター」だけでなく、 「非営利 ・協同

セ クター」とするのは、彼 のこれ までの生

活協同組合の中での実践か ら、非営利セ ク

ター における生活協 同組合の役割が極め

て大きい とい う認識からである。さらに池

田は、「社会的企業」の概念か ら、「財 ・サ

ービスの継続的生産 ・供給」 「コミュニテ

ィへの貢献」 「事業エ リアが限定的である

こと」「利益率が限定的であること」「利益

の一部がコ ミュニティへの貢献 に使用 さ

れ ていること」をもって非営利 ・協同セク

ターを社会的企業 として再定義 している。

確かに、生協は市民参加型福祉の担い手

であ り、ニーズの創出や充足を追求 してき

た運動体 としての経験 と実績を積み(上 野

が5章 で論証 し、池 田はこれを過去数10

年 にわたる組合員活動や地域活動による

総合力 と述べている)、営利を目的 とせず、

労働者 の経営参加 と労働 の自己決定 とい

う労働環境をつ くり、組合員の出資金をも

とに した資金力でワーカーズ・コレクティ

ブの創業を支援 し… と、市民事業体の中で

は際立った 「基礎体力」で独 自に先駆的な

福祉事業を実践 してきた。そのため日本経

済の長期にわたる不況期に、介護事業の中

でその存在感 を示すまでに順調 に発展 し

てきた。この成功が何 よりも雄弁に介護事

業における協セ クター 「社会的企業」の優

位性 を実証 していると言って よい。

「3.生 活 クラブとワーカーズ ・コレク

ティブ」。「出資、運営、利用」の三位一体

性が最大の特徴 と言われ る協同組合 であ

るが、事業の大規模化に伴って発生 した理

事者 と職員の 「雇用一労使関係」に疑問を

感 じていた池 田は、 「労働者協同組合」 と

い う事業形態 と出会い、生活クラブ生協千

葉 をワーカーズ ・コレクティブなど 「新 し

い協同組合」 と位置づけ、「協同組合地域

社会」を目指 していく。他の生協が ワーコ

レの設立に関与 し、共同経営を うたいなが

らワー コレが経営参加す ることには及び

腰であ り、困惑 し、ワーコレとの距離 を維

持 している中で、生活 クラブ生協千葉が生

協本体のワー コレ化を 目指 して「たすけあ

いネ ッ トワー ク事業」を開始 したことは、

生協の組織 自体 をさまざまな角度か ら問

い直 したもの として特筆に値す る。

ワーカーズ ・コレクティブ(以 下ワーコ

レと省略)は 、もともと 「ボランタリーで

アンペイ ドな労働 を通 じて自己主張や 自

己実現す る、 もう1つ の"労 働運動"」 と

して生まれた。生協組合員 とい う民主主義

の学校 で活動の ノウハ ウを学んだ女性た

ち・意欲 と能力はあるが行 き場のない中高

年女性労働力の受け皿 として、また生協事

業の拡大 と転換な どの複合的な要因が作

用 して、「有償の労働」 とい う生協の中で

の 「新 しい働 き方」が誕生 したのである。
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ワー コレの主な担い手が夫 の収入に依

存できる専業主婦であったこともあ り、ス

ター ト時は地域最低賃金を割 る時給(有 償

ボランテ ィア価格)で 理念先行型の事業で

あったものが、介護保険の導入で一挙に経

営的に安定 し、さらに生協に貢献する稼ぎ

手 として成長 し続けている。

「4.非 営利 ・協同セクターの福祉経営」。

池 田は、ワーコレの低廉な価格や有償・無

償 を問わないインフォーマルサー ビスの

必要性を説いている。確かに、組合員活動

か ら生まれた(有 償・無償の)地 域活動 と

制度サー ビスの供給能力や、組合員が毎月

出資する"出 資金"に よる資金力 は他の非

営利 ・協同セ クターの追随を許 さない。し

か し、上野の言 う 「利用者か らもワーカー

か らも選ばれ」て 「持続可能な事業体 とし

て存続できるか どうか」を考えたとき、「低

廉な価格や有償・無償を問わないインフォ

ーマルサービス」だけで 「ワーカーからも

選ばれ」続 けることはできるのだろうか。

ワー コレの担い手 のほ とん どは専業主

婦 と言われる女性たちであり、「家庭を守

り」 「夫 と子供のため」のアンペイ ドワー

クを黙々と続け、何 よりも 「主婦役割」を

優先す る人たちである。彼女たちは夫の稼

ぎで経済的には安定 してお り、生活給を必

要 とはしていない。そ して、そのような「専

業主婦」とい う階層は、経済不安の中、今

後減少 し続けることが予測 されている。中

西の言 う、 「だれで も必要なときに必要な

だけのサー ビス」を 「家族の世話 を優先す

る」彼女たちは24時 間体制で供給できる

のだろ うか。10年 後、20年 後 このよ うな

活動を継続できるのだろ うか。将来、専業

主婦 を当てに した活動の継続 は危ぶまれ

る。今後は 「理念」を持たない非組合員 ワ

ーカー、年若い男女によっても 「生活でき

る賃金が保証 された」魅力ある職場 として

選択 されることが 「持続可能な事業体 とし

て存続できる」か どうかの鍵 となるのであ

る。

昨今、「福祉崩壊」が言われ、原因は 「人

材崩壊」にあるとまで言われている。ニー

ズがあっても人材が不足 して、サービスが

提供できない事態が生 じているのである。

しか もこの人材不足は絶対数 の不足では

なく、あま りにも安い賃金(平 均月額報酬

16万 、施設勤務の正職員で22万 、年収は

200万 前後)ゆ えに 「や りた くても生活で

きない」 「や り甲斐はあって も体力的にも

精神的にも責任が重 く、 しかも報われな

い」か らとい う社会的な不足なのである。

すなわち、ケアワーカーに医者や弁護士の

よ うな社会的地位や評価、報酬が保証 され

れば、ケアワーカーの社会的な不足など雲

散霧消す るのである。

ケア ワークの グローバ リゼー ションを

見据え、社会福祉事業の担い手 としての協

セ クターを牽引していくためには、中西の

言 うよ うにケアワークが「社会的評価 と適

正な報酬 をともな う誇 りの持 てる仕事に

な」って初 めて、「利用者か らもワーカー

からも選ばれ」ることができる。そのため

には介護報酬の引き上げを含む、ケアワー

カーの大幅な労働条件 の改善が協セクタ

ーの緊急の課題なのである。

「自分なら出せる料金」としてのボラン

ティア価格の設定は、確かに利用者 にとっ

ては低廉であり、有難いため、協セクター

躍進 の要因の1つ であったか も知れない。

しか し、生活基盤のある主婦たちに支えら

れてきたこの生協価格 自体が、生活基盤の

ない人がケアワークで生活できるように

ケアワー クの、さらには社会福祉事業全体

の問題 として再考 される必要がある。
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